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 令和7年12月19日に自由民主党による「令和8年度税制改正大綱」が発表されました。令和8年1月中に開催される通常国会に「所得税法等の一部を改正する法律案」と

して2月上旬に上程されると思われます。順調に審議が進めば、3月下旬には改正法案は可決・成立する見込みですが、参議院では野党が過半数を占めているため可決・成立には野

党の協力が欠かせません。 

所得税法等の一部を改正する法律案が成立すると、原則として4月1日から改正法の適用が開始されます。しかし、改正内容によっては、令和8年1月1日へ遡及して適用され

るものや、令和9年以降から適用開始されるものまで様々で、改正法の適用開始時期について、確認が欠かせません。  

そこで、主な資産税関連項目の改正について、適用時期ごとに一覧にしてまとめてみました。 

 

施行日 改正項目 改正等の概要 

令和8年 

1月1日 

住宅ローン控除 既存住宅の流通・利活用の促進など住宅ローン控除を拡充し、令和12年入居分まで延長をすることとしました。 

特定の居住用財産の買換えの場合の長期譲渡所得の課税の特例 一定の要件を見直して、適用期限を２年（令和9年12月31日まで）延長することとしました。  

居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除 一定の要件を見直して、適用期限を２年（令和9年12月31日まで）延長することとしました。 

特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除 適用期限を２年（令和9年12月31日まで）延長することとしました。 

認定住宅等の新築等をした場合の所得税額の特別控除 一定の措置を講じた上で、適用期限を3年（令和10年12月31日まで）延長することとしました。 

既存住宅の耐震改修をした場合の所得税額の特別控除 一定の措置を講じた上で、適用期限を3年（令和10年12月31日まで）延長することとしました。 

既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除 一定の措置を講じた上で、適用期限を3年（令和10年12月31日まで）延長することとしました。 

優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得

の課税の特例 
一定の措置を講じた上で、適用期限を３年（令和10年12月31日まで）延長することとしました。  

低未利用土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の特別控除 適用期限を３年（令和10年12月31日まで）延長することとしました。  

令和8年 

4月1日 

特定の事業用資産の買換え特例（3号） 一定の見直しを行った上で、その適用期限を３年（令和11年3月31日まで）延長することとしました。 

登録免許税の軽減措置 
土地の所有権の移転登記等の登録免許税の軽減措置について、適用期限を3年間（令和11年3月31日まで）延

長することとしました。 

令和7年12月22日 

日 
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不動産取得税の免税点 土地及び家屋について、免税点を引き上げることとしました。 

新築住宅特例適用住宅用土地に係る不動産取得税の減額措置 適用期限を5年間（令和13年3月31日まで）延長することとしました。 

新築の認定長期優良住宅に係る不動産取得税の課税標準の特例措置 一定の要件を見直して、適用期限を5年（令和13年3月31日まで）延長することとしました。 

宅地建物取引業者等が取得した新築住宅のみなし取得日に係る不動

産取得税の緩和措置 
適用期限を5年（令和13年3月31日まで）延長することとしました。 

新築住宅に係る固定資産税の税額の減額措置 一定の要件を見直して、適用期限を5年（令和13年3月31日まで）延長することとしました。 

認定長期優良住宅に係る固定資産税の税額の減額措置 一定の要件を見直して、適用期限を5年（令和13年3月31日まで）延長することとしました。 

耐震改修等を行った住宅に係る固定資産税の減額措置 一定の要件を見直して、適用期限を5年（令和13年3月31日まで）延長することとしました。 

短期所有土地の譲渡等をした場合の土地の譲渡等に係る事業所得等

の課税の特例 
一定の要件を見直して、適用期限を3年（令和11年3月31日まで）延長することとしました。 

個人の事業用資産に係る相続税・贈与税の納税猶予及び免除（個人版

事業承継税制） 
「個人事業承継計画」の提出期限を２年６か月（令和10年9月30日まで）延長することとしました。 

非上場株式等に係る相続税・贈与税の納税猶予及び免除の特例等（法

人版事業承継税制） 
「特例承継計画」の提出期限を１年６か月（令和9年9月30日まで）延長することとしました。 

医療法人の持分についての相続税・贈与税の納税猶予の特例 一定の要件を見直しのうえ、適用期限を３年（令和11年12月31日まで）延長することとしました。 

令和9年 

1月1日

以後 

貸付用不動産の評価方法の見直し 
相続開始・贈与前5年以内に有償で取得した貸付用不動産と不動産小口化商品について、令和9年1月1日以後

に開始した相続等から、原則、取得価額を基に評価することとしました。 

固定資産税の免税点 家屋と償却資産について、令和9年4月1日から免税点を引き上げることとしました。 

極めて高い水準の所得に対する負担の適正化  一定の基準を見直し、令和9年分以後の所得税について適用することとしました。 

ふるさと納税 個人住民税の特別控除額の定額上限を193万円とし、令和9年寄附分から適用することとしました。 

国民健康保険税の課税限度額の見直し及び低所得者に係る国民健康

保険税の軽減判定所得の見直し 

国民健康保険税の基礎課税額に係る課税限度額を1万円引き上げることとしました。また、国民健康保険税の減額

の対象となる所得の基準について見直しをすることとしました。 

生命保険料控除 
23歳未満の扶養親族を有する場合に生命保険料控除額を6万円とする特例の適用期限を１年（令和9年分まで）

延長することとしました。 

NISA  18歳未満の者について未成年者特定累積投資勘定を創設し、令和9年から適用開始することとしました。 

防衛特別所得税（仮称）の創設 所得税額に対し、税率1％の新たな付加税を課すこととし、復興特別所得税を1％引き下げることとしました。 

 

● 廃止される制度 

施行期日 改正項目 改正等の概要 

令和8年3月31日 直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場合の非課税 適用期限の延長をしないこととされました。 
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 上記の改正のうち、重要な改正の概要は以下のようなものです。 

 

1. 住宅ローン控除の見直し 

 

（出典：自民党税制調査会資料） 
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2. 不動産取得税・固定資産税の免税点の見直し 

物価上昇が継続していることを踏まえ、税制における長年据え置かれたままの基準額や閾値（しきいち、いきち：増税や減税の対象を分ける境界線や優遇措置を受けるための条件）

について、国民生活へ深刻な影響が及ばないよう、省庁横断的・網羅的に点検し、見直しを進めることとしています。固定資産の価格に関する指数が上昇していることを踏まえ、不

動産取得税や固定資産税の免税点について見直すこととしました。 

 

現行制度 改正内容 

1. 不動産取得税の免税点については、以下のように規定されています（地税

73の15の2）。 

① 土地 10万円 

② 家屋 建築分：23万円、承継分（※）：12万円 

（※）売買、贈与、交換などにより取得した既存家屋 

 

2. 固定資産税の免税点（地税351） 

① 土地 30万円（都市計画税も同じ） 

② 家屋 20万円（都市計画税も同じ） 

③ 償却資産 150万円 

 

 

 

【改正案】 

1. 不動産取得税の免税点 

① 土地 10万円 ⇒ 16万円 

② 家屋 建築分：23万円 ⇒ 66万円 

承継分：12万円 ⇒ 34万円 

 この改正は、令和8年4月1日に施行されます。 

 

2. 固定資産税の免税点 

① 土地 30万円（都市計画税も同じ）⇒ 据え置き（※） 

② 家屋 20万円（都市計画税も同じ）⇒ 30万円 

③ 償却資産 150万円 ⇒ 180万円 

（※）平成3年と比較した場合、地価が下落していることから据え置き。 

 この改正は、令和9年度以後年度分の固定資産税について適用されます。 
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3. 貸付用不動産の評価方法の見直し 

 

令和8年度税制改正大綱には、以下のように改正するとしています。 

相続税法の時価主義の下、貸付用不動産の市場価格と相続税評価額との乖離の実態を踏まえ、その取引実態等を考慮し、次の見直しを行う。 

① 被相続人等が課税時期前5年以内に対価を伴う取引により取得又は新築をした一定の貸付用不動産については、課税時期における通常の取引価額に相当する金額によって評価す

る。 

(注)上記の課税時期における通常の取引価額に相当する金額については、課税上の弊害がない限り、被相続人等が取得等をした貸付用不動産に係る取得価額を基に地価の変動などを

考慮して計算した価額の100分の80に相当する金額によって評価することができることとする。 

 

② 不動産特定共同事業契約又は信託受益権に係る金融商品取引契約のうち一定のものに基づく権利の目的となっている貸付用不動産については、その取得の時期にかかわらず、課

税時期における通常の取引価額に相当する金額によって評価する。 

(注)上記の課税時期における通常の取引価額に相当する金額については、課税上の弊害がない限り、出資者等の求めに応じて事業者等が示した適正な処分価格。買取価格等、事業者

等が把握している適正な売買実例価額又は定期報告書等に記載された不動産の価格等を参酌して求めた金額によって評価することができることとする。ただし、これらに該当するも

のがないと認められる場合には、上記①に準じて評価（取得時期や評価の安全性を考慮）する。 

 

上記の改正は、令和9年1月1日以後に相続等により取得をする財産の評価に適用されます。ただし、上記①の改正については、当該改正を通達に定める日までに、被相続人等

がその所有する土地（同日の5年前から所有しているものに限ります。）に新築をした家屋（同日において建築中のものを含みます。）には適用しません。 

 

 
 （出典：自民党税制調査会資料） 
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不動産小口化商品の相続税評価額については、取得時期にかかわらず、原則として、通常の取引価額に相当する金額によって評価することとすることとしました。 

 

現行制度 改正内容 

不動産小口化商品とは、特定の不動産を1口100万円程度に小口化して

販売し、不動産の賃料収入や売却益を投資額に応じて出資者に分配する商品

です。 

相続・贈与の資産継承時には、1口100万円単位での分与が可能で、円

滑に次世代へ資産を引き継ぐことができるとしています。 

また、贈与税や相続税が軽減されることがセールスポイントとされていま

す。 

【事例】 

・ 贈与者は、いわゆる「不動産小口化商品」（信託受益権）を 3,000 万円

で購入し、受贈者（子）に贈与。 

・ 通達評価額は480万円（▲84％）。現金3,000万円を贈与する場合と

比較して贈与税額を大幅に圧縮。 

・ その後、受贈者は同商品を約3,000万円で売却。 

貸付用不動産を運用する商品であっても、①商品自体を取引価格等によって評価するJ-REIT

などの不動産ファンドよりも、②商品として運用されている貸付用不動産を路線価等によって評

価する不動産小口化商品の方が、通達評価額が低く、当該かい離が大きい傾向にあり、租税負担

を大幅に軽減することが可能（①の通達評価額＞②の通達評価額）で、この商品を利用して相続

税対策を行う者と他の納税者との間に著しい不均衡が生じており、租税負担の公平に反するとも

いうべき状況にあり、これを看過すれば、相続税課税上、重大な弊害が生じるおそれがあり、こ

れを解消することが急務と報告されていました。 

そこで、商品として小口化された貸付用不動産（注）については、取得時期にかかわらず、通

常の取引価額に相当する金額（次の①～③に掲げる価格等を参酌して算定）によって評価するこ

ととすることとしました。 

① 出資者の照会等により、販売会社等から提示される適正な処分・買取価格等 

② 販売会社等が把握している適正な売買事例価額 

③ 定期報告書等に記載された不動産の価格等 

 上記①～③に該当するものがない場合には、原則、取得価額を基に算定（評価の安全性等を考

慮）するなどとされています。 

（注）「商品として小口化された貸付用不動産」とは、不動産特定共同事業契約（任意組合型・賃

貸借型）又は信託受益権に係る金融商品取引契約（信託型）に基づく権利の目的となっている一

定の不動産をいいます。 
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4. 直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場合の非課税措置の廃止 

平成25年4月1日から令和8年3月31日までの間に、30歳未満の者（以下「受贈者」といいます。）が、教育資金に充てるため、金融機関等との一定の契約に基づき、受贈

者の直系尊属から、①信託受益権を取得した場合、②書面による贈与により取得した金銭を銀行等に預入をした場合又は③書面による贈与により取得した金銭等で証券会社等で有価

証券を購入した場合には、その信託受益権又は金銭等の価額のうち 1,500 万円までの金額に相当する部分の価額については、取扱金融機関の営業所等を経由して教育資金非課税申

告書を提出することにより、受贈者の贈与税が非課税とされています。 

 

この措置について、利用実態や格差固定化の懸念、教育無償化等の拡充、NISAの拡充等を踏まえ、令和8年3月31日の適用期限をもって廃止することとされました。 

 なお、同日までに拠出された金銭等については、引き続き本措置を適用できることとしています。 

 

   （文責：山本和義） 


